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平成３０年１１月 

東広島市下水道部 

  



議案第２５５号 

 

   平成３０年度東広島市下水道事業会計補正予算（第４号） 

 

 （総則） 

第１条 平成３０年度東広島市下水道事業会計補正予算（第４号）は、次に定める

ところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 平成３０年度東広島市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２

条に定めた業務の予定量を次のように改める。 

項    目 補 正 前 補 正 後 

(4) 主要な建設改良事業   

(ｱ) 管 渠 建 設 事 業 2,743,648千円 2,740,871千円 

 

 （収益的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収     入 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業収益 5,014,847千円 14,381千円 5,029,228千円 

第３項 特 別 利 益 40,982千円 14,381千円 55,363千円 

支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業費用 4,754,572千円 1,166千円 4,755,738千円 

第１項 営 業 費 用 4,147,386千円 △13,215千円 4,134,171千円 

第３項 特 別 損 失 67,634千円 14,381千円 82,015千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

 1,662,538千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額120,684千

円、過年度分損益勘定留保資金274,310千円及び当年度分損益勘定留保資金
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1,267,544千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,659,586千

円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額121,658千円、過年度分

損益勘定留保資金274,310千円及び当年度分損益勘定留保資金1,263,618千円」に

改め、同条に定めた資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 支 出 5,470,969千円 △2,952千円 5,468,017千円 

第１項 建 設 改 良 費 3,824,260千円 △2,952千円 3,821,308千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第５条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

科    目 補 正 前 補 正 後 

(1) 職 員 給 与 費 422,825千円 421,230千円 

 

（一般会計からの補助金及び出資金の補正） 

第６条 予算第１０条中「193,100千円」を「207,481千円」に改める。 

   

 

平成３０年１１月３０日提出 

 

                 東広島市長  髙  垣    德 
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東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書

平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度



（収　入）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1

下 水 道

事業収益

5,014,847 14,381 5,029,228

1

その他特

別 利 益

40,982 14,381 55,363

（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1

下 水 道

事業費用

4,754,572 1,166 4,755,738

1 営業費用 4,147,386 △ 13,215 4,134,171

3 特別損失 67,634 14,381 82,015

3

災害によ

る 損 失

57,982 14,381 72,363

3 特別利益 40,982 14,381 55,363

159,245

3

管 渠 費

7

1

6 120,763

ポ ン プ

場 費

8

産業団地

汚水処理

施 設 費

139,081

52,545

款 項 目

2

業 務 費

35,372

排 水

設 備 費

１　実施計画

款 項 目 備  　　考

収益的収入及び支出

総 係 費

4

処理場費 1,055,975

備  　　考

70,216 68,473

136,508

1,055,421

51,432

119,392

153,100

35,656

△ 1,743

△ 2,573

△ 554

△ 1,113

△ 1,371

△ 6,145

284
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（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1

資 本 的

支 出

5,470,969 △ 2,952 5,468,017

1

建 設

改 良 費

3,824,260 △ 2,952 3,821,308

5

受益者負

担金・分

担金徴収

業 務 費

8,404

2,740,871

目

1

管渠建設

事 業 費

2,743,648

備  　　考

資本的収入及び支出

款 項

8,229△ 175

△ 2,777
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

その他引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

有形固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

水洗便所改造資金の貸付による支出

水洗便所改造資金貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債による収入

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金減少額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

△ 52,275

△ 12,000

1,239,663

5,494

△ 3,264,013

2,420,115

195

7,492

250

△ 1,033,810

528,932

△ 137,117

△ 176,156

　２　予定キャッシュ・フロー計算書

　　　（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

151,832

1,273,002

1,801,934

△ 528,932

40,201

14,894

74,041

97,891

△ 2,083,131

727,132

2,270,800

△ 1,634,709

82,997

17,000
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３　給与費明細書

１　総括

（△1）

（△1）

※（ ）内は再任用短時間勤務職員で、外数である。

1
△ 1,789

△ 1,518 1,2170

172,139

9,343 △ 6,990 2,353

退 職 手 当

2,735

18

43

区 分

補 正 後

補 正 前

比 較

5,884

5,918

△ 34177 595

7,038

7,242

△ 204

30,563

30,461

102

4,524

3,929

44,181

0

0

較

資本勘定

手当の

合　計
法　定

給　料 手　当 計 福利費

損益勘定

支弁職員

277,598

資本勘定
0

支弁職員

0

支弁職員

合　計

区　　分
職　員　数

損益勘定

1

一般職特別職

補
25

正

支弁職員

資本勘定

支弁職員
0

19

人
3

合　計後

25

人

比

正

前 合　計 3

44

0

(0)

(1)

(1)

3
(0)

39,323238,275

118,747

357,022170,621

給　　　与　　　費

116,965

53,656

報　酬

178,344

8,057

0

8,057

65,091

421,230

276,268

146,557

422,82567,020

26,674

40,346

64,208

24,885

（単位　千円）

（単位　千円）

期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶 養 手 当

△ 2,812 △ 1,595

地 域 手 当 住 居 手 当

△ 1,023 1,330

△ 6,608 5,472 △ 1,136 △ 2,925

0

0

113,253

123,955

48,184 119,883

235,922

355,805

143,632

△ 12,031

4,410 5,105 48 368 20,063 50,591

5,088 5,105 48 371 29,259 38,560

内 訳

678 0 0 3 9,196

通 勤 手 当 管 理 職 手 当 特殊勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

時間外勤務手当

44,004

8,057

0

8,057

103,910

71,699

175,609

補
損益勘定

3
支弁職員
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２　給料及び手当の増減額の明細

その他の増減分

退職手当

退職手当

時間外勤務手当 40

399

9,156

手 当 △ 1,518

制度改正に伴う 1,402 給与改定に伴う増減分

期末手当 98

△ 12,430

時間外勤務手当

増減分

説　　　　明

2,441 職員の異動等に伴う増減分

79

地域手当

住居手当

通勤手当

勤勉手当

（単位　千円）

増減分

給与改定に伴う

備　　　考

294

区 分 増 減 額

給 料 2,735

増 減 事 由 別 内 訳

9

875

期末手当

勤勉手当

地域手当

678

3管理職員特別勤務手当

その他の増減分 △ 2,920

△ 773

△ 43

595

扶養手当 △ 204

職員の異動等に伴う増減分
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３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

428,977
平成３０年 ４ 月 １ 日 現 在

平 均 給 与 月 額

42.5平 均 年 齢 （歳.月）

（円）

（４５人）

区　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職

（歳.月）

（円）平 均 給 料 月 額

333,298（円）平 均 給 料 月 額

43.0

（円）

333,820

458,689
平成３０年１１月１日現在

（４４人）
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(2) 級別職員数

5

4.4

6.7

4.4

2.3

100.0

2

45

1

100.0

区　分
職 員 数

一　般　行　政　職

6

構 成 比

％
4.5

級

13.7

人

２級

１級 2

３級 5

区　分
一　般　行　政　職

構 成 比級 職 員 数

人 ％
2

３級

4.4

6２級

１級

13.4

11.4 11.1

４級

2

53.3

８級2.3

52.3

2

3

７級

24

５級

６級6.8

４級 23

4.5

4.5

平 成 30 年

11月1日現在 4月1日現在

平 成 30 年

計 44 計

７級

８級 1

６級 3

2５級
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(3) 期末手当・勤勉手当

区　　分

※（ ）は再任用職員

補　正　前

補　正　後

支 給 期 別 支 給 率 支給率計  職務上の段階、職務の
備　考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

2.275 4.400

(1.075) (1.275)
有

2.125 2.325 4.450

国 の 制 度

(2.350)

 級等による加算措置

(1.075) (1.275) (2.350)
2.125 2.325 4.450

(1.075) (1.225) (2.300)
有

2.125

有
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（単位　千円）

１

(1)

イ 2,050,770

ロ 2,092,584

△ 336,107 1,756,477

ハ 65,851,154

△ 5,053,251 60,797,903

ニ 6,095,905

△ 2,008,467 4,087,438

ホ 1,318

△ 1,252 66

ヘ 9,472

△ 5,734 3,738

ト 1,193,774

69,890,166

(2)

イ 648,344

ロ 13,226

661,570

(3)

イ 103

ロ 15,741

15,844

70,567,580

２

(1) 14,894

(2) 1,150,096

△ 2,519 1,147,577

(3)

イ 700

700

1,163,171

71,730,751資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

長 期 貸 付 金

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

４　予定貸借対照表（当年度）

    （平成31年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(1)

イ

27,827,563

ロ 17,000

27,844,563

(2)

イ 369,179

369,179

28,213,742

４

(1)

イ

1,690,631

1,690,631

(2) 383,156

(3)

イ 14,093

ロ 2,701

16,794

(4) 15,450

2,106,031

５

30,764,237

△ 3,205,709

27,558,528

57,878,301

６ 13,511,760

７

(1)

イ 53,057

ロ 530,865

ハ 5,664

589,586

(2)

イ 248,896

△ 248,896

340,690

13,852,450

71,730,751

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

負 担 金

資　　　本　　　の　　　部

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債
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５ 注記（当年度） 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    建物          8～50 年 

    構築物         10～50 年 

     うち管渠施設     50 年 

    機械及び装置      6～20 年 

    車両運搬具       4～5 年 

    工具、器具及び備品   4～15 年 

 ロ 無形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    施設利用権       50 年 

    ソフトウェア      5 年 

 

(2) 引当金の計上方法 

 イ 退職給付引当金 

   当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、市町総合事務組合にお

ける積立金相当額を控除した金額を計上している。 

 ロ 賞与引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額を計上している。 

 ハ 法定福利費引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負
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担に属する額を計上している。 

 ニ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計

上している。 

 

(3) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

 (1) 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1 年以内に

償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、779,090

千円である。 

 

 (2) 引当金の取崩し 

  イ 賞与引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、期末手当及び勤勉手当として 20,875 千円を支給すること

となるため、賞与引当金を 13,857 千円取り崩す。 

  ロ 法定福利費引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 3,967 千

円を支払うこととなるため、法定福利費引当金を 2,606 千円取り崩す。 

  ハ 貸倒引当金の取崩し 

    平成 30 年度において、不納欠損見込額として 474 千円を取り崩す。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

 

 (1) 報告セグメントの概要 

   東広島市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業及び産業団地汚水処理施設事業の 4 つを報告セグメントとしている。 

   各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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事業区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 公共下水道事業における処理区域で汚水・雨水を処理する業務 

特 定 環 境 保 全 

公 共 下 水 道 事 業 

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理 

する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務 

産 業 団 地 汚 水 

処 理 施 設 事 業 
上記以外の処理区域で汚水を処理する業務 

 

 (2) 報告セグメントごとの営業収益等 

   平成 30 年度（自 平成 30 年 4 月 1 日  至 平成 31 年 3 月 31 日） 

（単位 千円） 

 
公共下水道 

事 業 

特 定 環 境 

保 全 公 共 

下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

産 業 団 地 

汚 水 処 理 

施 設 事 業 

合 計 

営業収益 

営業費用 

2,893,602 

3,562,661 

31,298 

209,393 

45,965 

204,973 

21,642 

52,202 

2,992,507 

4,029,229 

営業損益 

経常損益 

△669,059 

168,033 

△178,095 

△602 

△159,008 

△227 

△30,560 

6,486 

△1,036,722 

173,690 

セグメント資産 

セグメント負債 

65,189,048 

52,815,020 

2,905,282 

1,965,834 

2,779,310 

2,314,137 

857,111 

783,310 

71,730,751 

57,878,301 

その他の項目 

 雨水処理負担金 

 他会計負担金 

 他会計補助金 

 減価償却費 

 支払利息及び 

企業債取扱諸費 

 

201,302 

416,707 

0 

2,186,885 

494,916 

 

 

0 

72,141 

71,050 

106,022 

13,669 

 

 

0 

70,485 

48,961 

108,457 

20,347 

 

 

0 

0 

18,274 

18,751 

0 

 

 

201,302 

559,333 

138,285 

2,420,115 

528,932 
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平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度平 成 ３０ 年 度

東広島市下水道事業会計補正予算説明資料東広島市下水道事業会計補正予算説明資料東広島市下水道事業会計補正予算説明資料東広島市下水道事業会計補正予算説明資料



(1)  収益的収入及び支出

（収　入）

下水道事業収益

款　　項　　目

1

予算事項別明細書

5,014,847 14,381

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

5,029,228

3 特 別 利 益 40,982 14,381 55,363

1 その他特別利益 40,982 14,381 55,363

- 18 -

災害復旧支援に係る職員給与費に対する一般会計補助金

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
金　　額区　　　　分

節

そ の 他 特 別 利 益 14,381
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（支　出）

1 管 渠 費

1

款　　項　　目

下水道事業費用 4,754,572 1,166 4,755,738

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額

1 営 業 費 用

△ 1,743

計

4,147,386

70,216

△ 13,215 4,134,171

68,473

2 ポ ン プ 場 費 139,081 △ 2,573 136,508

3 処 理 場 費 1,055,975 △ 554 1,055,421

- 20 -

職員　3名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　2名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

通勤手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　3名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

給 料

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 30

△ 89

△ 86

賞与引当金繰入額

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
節

金　　額区　　　　分

75

△ 1,023

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 622

給 料

86

手 当 等 52

11

△ 68

△ 101

23△ 209

25

法 定 福 利 費

114

△ 202

△ 27

手 当 等

△ 87

法 定 福 利 費 △ 639

△ 202

△ 1,529

△ 173

賞与引当金繰入額 △ 679

給 料

手 当 等

190

437

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 127

△ 375

24 46

415

△ 386 △ 293

4646

△ 379 △ 275

324192

△ 26

90 △ 39

7

△ 147
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（支　出）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

8
産 業 団 地 汚 水
処 理 施 設 費

35,372 284 35,656

4 52,545 △ 1,113 51,432

6 業 務 費 120,763 △ 1,371

排 水 設 備 費

159,245 △ 6,145 153,100

119,392

7 総 係 費
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（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
節

金　　額区　　　　分

職員　4名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

通勤手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　4名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　8名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

通勤手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

子ども・子育て拠出金及び労働保険料

法定福利費

職員　1名

期末手当 勤勉手当

38

45

△ 12,146

手 当 等

130

退 職 給 付 費

手 当 等

44 24 33

336

△ 117

2,161

2,157

277

△ 34

478

524 5373,279

△ 264 △ 69

111

6

142

24

13

法 定 福 利 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 19

△ 13

117

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入額

給 料

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

給 料 △ 420

手 当 等 90 △ 306

△ 1,065

△ 179

△ 186 994

△ 214

△ 817

△ 573

賞与引当金繰入額 11

給 料

給 料

賞与引当金繰入額

20

△ 27

84

△ 148

△ 114

307

△ 3
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

133

手 当 等

△ 254

△ 15

△ 5730

法 定 福 利 費

601
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（支　出）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

3 特 別 損 失 67,634 14,381

3 災 害 に よ る 損 失 57,982 14,381 72,363

82,015
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（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明
節

金　　額区　　　　分

通勤手当 時間外勤務手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

給料 扶養手当

住居手当 通勤手当

地域手当 法定福利費

358

319 361

323 2,613

10,407災 害 に よ る 損 失 14,381

賞与引当金繰入額 29 19 10

△ 88 71

6

△ 40

4

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費 115
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(2)  資本的収入及び支出

（支　出）

1 管渠建設事業費 2,743,648 △ 2,777 2,740,871

款　　項　　目

1 資 本 的 支 出 5,470,969

3,824,260 △ 2,9521 建 設 改 良 費

△ 2,952

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

5,468,017

3,821,308

受 益 者 負 担 金 ・
分担金徴収業務費

8,4045 △ 175 8,229
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職員　18名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

通勤手当 時間外勤務手当

児童手当

地域手当

臨時職員

共済組合負担金

臨時職員社会保険料

職員　1名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

共済組合負担金

△ 170 △ 110

120510

△ 724

4,739

管理職員特別勤務手当 △ 496

△ 362

手 当 等

（単位　千円）

説　　　　　　　　　　明

2944,241

△ 5,828

△ 1,494

給 料

区　　　　分

節

金　　額

△ 1,539

3

法 定 福 利 費

522

45

△ 49

314

賃 金 304

855

△ 780

法 定 福 利 費

手 当 等

△ 250

198

△ 17

324

給 料

- 27 -


